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12／６

開成町職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を制定する
ことについて 可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

開成町敬老祝金給付条例の一部を改正する条例を制定することにつ
いて 可決 ● 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ●

開成町税条例の一部を改正する条例を制定することについて 可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

開成町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を制定
することについて 可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

開成町小児の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を制
定することについて 可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

12／７

平成29年度開成町一般会計補正予算（第６号）について 可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

平成29年度開成町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について 可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

平成29年度開成町下水道事業特別会計補正予算（第２号）について 可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

平成29年度開成町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）について 可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

平成29年度開成町水道事業会計補正予算（第１号）について 可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

議員 12／６ 薬害肝炎救済法の請求期限の延長を求める意見書 可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

条例改正に

対する質疑

12
月
定
例
会
議

条例改正

条例改正の内容

年齢 改正前 改正後

77歳 5,000円 廃止

88歳 10,000円 10,000円

99歳 20,000円 廃止

100歳 50,000円 50,000円

なお、100歳の方には、５万円
の給付金と99歳の廃止に伴う２
万円相当の町独自の記念品を贈
呈する予定。

○
開
成
町
敬
老
祝
金
給
付
条
例
の

　

一
部
改
正

　
　

本
町
の
平
均
寿
命
が
男
女
と
も
80
歳
を

　

超
え
た
こ
と
に
鑑
み
、
長
寿
祝
金
の
対
象

　

者
の
年
齢
要
件
等
を
見
直
す
た
め
改
正
。

　
　

平
均
寿
命
が
80
歳
を
超
え
て
お

り
、
監
査
委
員
か
ら
も
敬
老
祝

金
の
給
付
を
見
直
す
べ
き
と
の

こ
と
で
あ
る
が
、
給
付
を
88
歳

と
１
０
０
歳
だ
け
に
し
た
理
由

は
。
ま
た
、
他
市
町
の
状
況
を

見
る
と
、
99
歳
を
残
し
て
い
る

と
こ
ろ
も
あ
る
の
で
99
歳
は
廃

止
し
な
く
て
も
良
い
の
で
は
。

　
　

開
成
町
老
人
ク
ラ
ブ
連
合
会
に

敬
老
祝
金
に
つ
い
て
伺
っ
た
と

こ
ろ
、
「
77
歳
は
廃
止
で
良
い

の
で
は
」
と
い
う
御
意
見
だ
っ

た
。
99
歳
に
関
し
て
は
１
０
０

歳
に
統
合
し
、
２
万
円
相
当
の

記
念
品
を
１
０
０
歳
に
上
乗
せ

す
る
。

問答

その他の条例改正
○
開
成
町
小
児
の
医
療
費
の
助
成
に

　

関
す
る
条
例
の
一
部
改
正

　
　
　

小
児
に
係
る
医
療
費
の
助
成
対
象
者
を

拡
大
す
る
こ
と
に
よ
り
、
小
児
の
健
康
増

進
に
寄
与
し
、
子
育
て
家
庭
の
経
済
的
負

担
軽
減
を
図
り
、
子
育
て
支
援
の
一
層
の

推
進
を
図
る
た
め
改
正
。

　
　
　

現
行
制
度
で
は
、
通
院
に
要
し
た
医
療

費
は
、
小
学
生
ま
で
を
助
成
対
象
と
し
て

お
り
、
中
学
生
ま
で
拡
大
す
る
た
め
に
改

正
を
行
う
。

○
開
成
町
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条

　

例
等
の
一
部
改
正

　
　
　

人
事
院
勧
告
及
び
神
奈
川
県
人
事
委
員

会
の
給
与
等
に
関
す
る
勧
告
に
鑑
み
、
職

員
の
給
料
月
額
及
び
勤
勉
手
当
の
率
の
改

定
を
行
う
た
め
関
係
条
例
の
一
部
改
正
。

○
開
成
町
職
員
の
育
児
休
業
等
に
関

　

す
る
条
例
の
一
部
改
正

　
　
　

地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る

法
律
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
非
常
勤
職
員

の
育
児
休
業
の
期
間
の
再
延
長
等
を
規
定

す
る
改
正
を
す
る
た
め
条
例
の
一
部
改
正
。

意見書を国へ提出

　特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固
第Ⅸ因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救
済するための給付金の支給に関する特別措置
法（薬害肝炎救済法）が、平成20年１月11
日に参議院本会議の全会一致で可決成立し、
同月16日に公布施行されてから早10年が経
過しようとしている。
　この間、本邦における薬害肝炎の被害者の
うち2,293人（厚労省発表平成29年９月末時
点）が救済法による救済を受けてきた。しか
しながら、特定フィブリノゲン製剤等によ
るＣ型肝炎感染者数は１万人以上（企業推
計、ただし1,980年代以降）と推定されてお
り、未だに多くの被害者が救済されないまま
となっている。
厚生労働省では、各医療機関に残存するカル

テ等の調査を促しているが、カルテ等の調査
が実施されていない医療機関が未だ数多く存
在する。また、現実にカルテ等の確認作業や
調査に取り組んでいる医療機関も全国に複数
存在するが、救済法の請求期限である平成
30年１月15日までに調査及び請求を完了で
きる見込みは立っていない。
　救済法前文に明記されているとおり「我ら
は、人道的観点から、早急に感染者の方々を
投与の時期を問わず一律に救済しなければな
らないと考える。」との理念に鑑みれば、附
則第３条「給付金等の請求期限については、
この法律の施行後における給付金等の支給の
請求の状況を勘案し、必要に応じ、検討が加
えられるものとする。」との規定にしたがっ
て、救済法の請求期限を延長すべきである。

平成29年開成町議会12月定例会議議案審議結果

★茅沼隆文議長は採決に加わらない。　　　○は賛成した者　　●は賛成しなかった者　　「除」は除斥　　「欠」は欠席

  内閣総理大臣、厚生労働大臣、衆議院議長、参議院議長へ意見書
  を提出しました。

平成30年12月８日の参議院本会議で薬害肝炎救済法の請求期限を2023年

１月まで５年間延長することが全会一致により可決、成立しました！

薬害肝炎救済法の請求期限の延長を求める意見書

　　平成 30 年２月　№ 1915 45 № 191　平成 30 年２月　


